
受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

1 平成31年4月3日 市長（総務部） 市民課

Ａ．少なくとも２０１９年まで，市民課では利用者住民に「印鑑登
録に関するご注意」なる公文書を発行していた。これについて，
１．本請求日現在，前記「ご注意」なる公文書が住民に渡されてい
れば，当該文書を示せ。
２．前記公文書に「保證人登録の場合は」なる文言がある。「保證
人登録」なる制度の「登録」は，取手市のどの法令に存在するか。
該当法制を示せ。
３．前記「ご注意」なる公文書には，「保證人登録には・・（中
略）・・印鑑登録証の提示が必要です」とある。公文書における自
治体に対する義務規定では，地方自治法第１４条②において，条例
で定められていなければならない。では，前記で「必要です」とす
る文言には，前記自治法の義務規定に照らし「ご注意」なる文言は
いかなる法的拘束力を持つかを，法令等において示せ。
４．前記１および２に関し，前記「印鑑登録」に関する「ご注意」
が前記自治法第１４条②に照らし適法である法的根拠を証する公文
書を示せ。
Ｂ．●●●●年●月●日付の「●●●●●●●●通知書」によれ
ば，取手市印鑑登録条例第２条の２の（２）にある「保証された書
面が「●●●●●とは，前記自治法第２条の２項および公文書等の
管理に関する法律第３４条により，法令の文書が存在しないことは
考えられぬ。存在しなくてよい法的根拠を証する文書を示せ。
Ｃ．前記ＡおよびＢに答える法的根拠を証する法規が存在しなけれ
ば，当然，Ａの公文書および前記規則第２条の（２）にある「保証
された書面」は法的拘束力を持つはずがない。これが法的拘束力を
持つことを証する法令等を示せ。
なお，前記すべては●●●●年●月●日付の●●●●●●●●通

知書の内容を法的に踏まえたものである。

部分開示
（文書不存在）

令和元年度　取手市情報公開条例の実施状況一覧

2 平成31年4月15日 教育委員会 図書館

●●●●は本請求日現在で，取手市教育委員会にかかる以下の事実を確認し
た。
Ａ．１．取手市立図書館管理運営規則第１４条の「別に定めるところ」なる文
言の内容が取手市立図書館利用制限要綱要綱第２条のみによる事実
２．前記１について，●●●は地方自治体の要綱が利用者住民に対し法的拘束
力を持ち得ぬことを夙に教示してあり，前教育委員会はそれに同意している。
３．前記２について，法的拘束力を持たぬ要綱のみによる規則が法的拘束力を
教示済みにも拘らず前記委員会は認めていない。
４．前記委員会は前記３により「別に定めるところ」の内容を，無視して要綱
のみによる規則が法的拘束力を持つ旨主張している。
５．「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」について，前記「地方教育
行政の・・・」なる条文の前半に「法令又は条例に違反しない限度において」
とある。前記委員会は，地方自治法第１４条②に自らが違反している事実を認
めていながら，「法令及び条例に違反しない限り」の規定を無視して（または
平易な日本語の読解力を持たず，）前記「地方教育行政の・・・」なる規定
を，前記自治法第１４条②に違反していないかの如く主張している。
いかなる法的根拠において，前記要綱のみによる規則が前記自治法に違反して
いないのか，法的根拠を証する条文を示せ。
Ｂ．１．前記Ａ５に照らし，要綱のみによる規則が前記自治法第１４条②に違
反していない条例その他（法律）の法的根拠を各条文等において示せ。
２．前記委員会は，地方自治体にとっての最高法規が地方自治法であること
を，わずかにでも理解しているらしい。にもかかわらず，前記Ａのすべておよ
びＢ１に違反している事実を認めていない。なぜ違反していないのかを証する
法令，行政実例，判例等の実例において示せ。
３．前記すべてを踏まえ，本請求日現在，前記委員会は前記自治法第１４条②
の規定による条例を定めていない。この事実が違法でないことを証する法律を
示せ。
Ｃ．１．これまでの情報開示請求書，内容証明付郵便等に見られる文言の誤り
について主なものいくつか。
１．「要綱には一般的に法的拘束力がないことは認識しているが，多数の公立
図書館で，要綱同様にルール化されている例が多くある」と前記委員会から，
本請求宛の公文書にある。本請求人が具体的にどこの公立図書館に「ルール
化」の例が多くあるか，を求めても前委員会は「要綱でなく規則で定めている
から示す必要はない」なる，法的論理的に理解不能な胡麻化しを行った。これ
はすでに前記Ａの１，２，５などにより，条例がないことは明白な誤りである
ことは自明である。よって，その「多くの」の例を挙げぬ場合，またその挙げ
られた自治体は前記自治法第１４条②において「要綱」のルール化によって利
用者住民の権利を制約しているのであるから，違法である。直ちに前記の多く
の例を示せ。示さぬ場合は公文書への虚偽事実記載が明白となる。
２．過去の公文書で，●●●●に対し，前記教育委員会は「権利の濫用は許さ
れない」と書いた。●●●●は「住民による権利の濫用の例を示せ」と求めた
が「文書不存在」は個人名では実例の数等を示せ，の意であるから，当然「文
書不存在」はその実例が存在しなかったのである。従って，前記教育委員会は
事実の存在なしに本請求人が「権利の濫用」を行っている旨，中傷を行ってい
るとしか考えられぬ。事実の例示，データを基に，その例があったか，また本
請求人が権利の濫用を行ったとする根拠を示す文書を示せ。
３．前記Ｃの２に対し，前記教育委員会は自治法上の根拠を示さず，法的拘束
を持たぬ空疎な規則のみ，またその他多くの例により，●●●●にきわめて幼
き権利の制限及び圧力を加えてきた事実がある。これは明白に，不当な公権力
の行使である。実例とその法律上の根拠（前記自治法第２４４の２などを含
む）を挙げて，取手市教育委員会が法律，条例の根拠を持たず住民へ不当な公
権力の行使を挙げていない法的根拠（すなわち，前記の不当な公権力の行使を
行っていない法的根拠を前記自治法によって示せ。
なお当然ながら，本請求人は複数の憲法，法律にもとづく権利の行使を確実に
行う。

不開示
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

3 平成31年4月15日
市長（都市整備
部）

都市計画課
下記の工事等に係る金額入り設計書
平成３０年度取手市立地適正化計画策定業務委託

全部開示

4 令和1年5月8日 教育委員会 図書館

１．要綱のみによる規則のみによって図書の貸し出しを制限す
ることが，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３３条
①の「法令又は条例に違反しない限度」との規定に違反せず，
地方自治法第１４条の規定する「権利の制限」に該当しない法
的根拠を訂する法令の文書を示せ。
２．前記自治法第１４条の２に該当する取手市立図書館の条例
を示せ。
３．前記地方教育行政の組織及び運営に関する法律が，前記自
治法より法律として優位にある法令を憲法を含めて示せ。
４．過去及び今後にわたり，前記1の条例に拠らぬ貸し出し制
限が，前記１，２，３のすべてに照らし合法であることを証す
る法的根拠を示す法例条文（憲法を含む）をすべて示せ。

不開示
（文書不存在）

6 令和1年5月24日 教育委員会 図書館

１．●●●年●月●●日付の当該●●●●●●に対する「●●
●●●」を理由とする●●●通知について，かねて教示済みの
とおり，地方自治法第２条②により，自治体の運営は必ず法令
に拠らねばならず，当然，法令は自治体に存在する。取手市に
当該案件に関する法令が存在しなくてよい法的根拠を証する法
令等の公文書を示せ。
２．これも教示済みのとおり，地方自治法第１４条②におい
て，当該条例が存在せぬ以上，●●●●および取手市立図書館
の利用者全員は要綱のみによる規則によって図書の貸し出し制
限を受けることはあり得ぬ。また取手市教育委員会は，これを
制限できぬ。当該処分を行うことができる法的根拠を証する公
文書等を示せ。
３．前記１，２に照らし，過去教育委員会は地方自治体にとっ
ての最高法規である地方自治法の規定による前記制限を正当と
する根拠を一切，●●●●に示した事実が存在しない。前記自
治法および自治法より上位にある規則を示せ。

不開示
（文書不存在）
（存否応答拒否）

5 令和1年5月14日 市長（総務部） 市民課

１．「印鑑登録に関するご注意」なる公文書が，当該文書中
「保証人登録」なる文言を変更（一部削除）しただけで法的拘
束力を持つ法的根拠を有することを証する法令等の文書を示せ
（すでに取手市は当該公文書自体を法的拘束力を持たぬ事実を
認めている）。
２．前記１の「ご注意」なる公文書が，現行「取手市印鑑条
例」の定めの範囲内で前記条例に基づくことを，地方自治法第
１４条の規定の全体に照らしてそれに従っている法的根拠を証
する法令等の文書を示せ。
３．前記取手市印鑑条例第１２条第３項「個人番号カードを使
用して自ら暗証番号その他必要な事項を記入すること」によら
ねば，前記条例第１項および第２項によらぬ限り，印鑑登録証
の交付を受けられぬことになる。これに対し前記１の「ご注
意」は，いかなる条例上の拘束力を持つか。法的拘束力を持つ
ことを証する法令等の文書示せ。
４．前記３の，主として「個人番号カード」を持たず，しかも
前記「ご注意」が法的拘束力を持つことを取手市がその法的拠
を示すことができぬ場合，取手市は印鑑登録証を発行しないの
か（●●●●はすでに前記カードの提示なしに，前記登録を
行っている）？この場合，取手市は地方自治法第２条②，③
「地方公共団体の事務」を遵守することになるか？遵守を法的
に証する法令等の文書を示せ。
５．前記４に照らし，前記４の前半に示した印鑑登録証を発行
しなかった場合，前記自治法の②，③および前記自治法第１４
条に従い，条文条文を改正する必要が生じると考えられる。条
例改正の用意を示す公文書を示せ。
６．前記すべてを踏まえ，取手市は前記１の「ご注意」を廃止
した上で，前記５の条例を改正すべきと考えられる。当該条例
を改正しなくてよい法的根拠を証する法令等を示せ。

不開示
（文書不存在）
（存否応答拒否）
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番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

7 令和1年5月27日 市長（総務部） 市民課

１．●●●年●月●●日付「●●●●●通知書」により，一部
文言の変更の変更にかかわらず，「印鑑登録に関するご注意」
なる公文書自体が法的拘束力を持たぬことが確認された。よっ
て本請求日以後（以前も同様であった），印鑑登録の手続きの
すべてにかかるこの制度の利用者全員はこの「ご注意」に従う
法的義務を持たぬ。万一，これに従わぬ故をもって「登録証」
を発行しなかった場合は，地方自治法第２条②に定める法令遵
守を行わぬのであるから，前記自治法第２条③に定める「地方
公共団体の事務」を行わないことになる。その場合，事件とせ
ずに，いかにして「印鑑登録証」を発行せぬことができるか。
合法的に前記登録証の発行を拒むことができることを証する法
令等の条文を示せ。
２．●●●●年●月●●日以降，前記手続きの際に発行された
前記「ご注意」の，すべての枚数を示せ。
３．前記の「通知書」にある「個人番号を使用して」云々は条
例条文の文言をそのまま写しただけである。当該請求に答える
ことにより，これまでの当該案件中，●●●●，取手市職員，
取手市民の「個人情報」が公開されうるとは考えられぬ。いか
なる根拠に誰か個人を特定し得て「●●●とすべき●●を●●
することになる」のか？法令，行政実例，判例等において立証
しうるか，その法令等の実例を示せ。
４．本件に関し，条例改正をしなくてよい法的根拠を証する法
令等の公文書を，前記１の「●●●●●通知書」１，２および
過去の当然なければならぬ法令等を●●●●●としてき事実に
照らして示せ。
５．前記通知書１，２，４，５，６の「●●●●●」は，法的
根拠はあるが文書が存在しないことが法的，合理的理由によっ
て証明されるのか，法的根拠自体が存在しないから法令等の文
書を示せないのか，のいずれかを（とくに前者の場合），正当
な公文書において示せ。

不開示
（文書不存在）

8 令和1年5月28日 教育委員会 公民館

１．過去長期にわたり，取手市教育委員会地方自治体にとって
の最高法規たる地方自治法に違反するとしか考えられぬ行政処
分を行ってきた。過去の●●●●●●および●●●●による内
容証明郵便等のすべてに関し，一切，前記自治法等において誤
りを認めていない。当該図書の貸し出し停止が合法である前記
自治法を含むすべての法令等に照らして法的根拠となる公文書
を示せ。
２．過去，取手市民の図書館利用者（この場合，公民館図書室
利用者をも一応，便宜的に含む）のすべてに関し，何らかの
「権利の濫用」が一例でもあれば，個人名等を除き公開せよ。
万一，その事実が存在しない場合は，公文書への虚偽事実の記
載および市民への誹謗にあたる。
３．過去，取手市教育委員会は地方自治法第２条②により，法
令に拠らねばならぬ自治体の運営について，法的根拠を当然示
すべき●●●●●●に対し，「●●●●●」として開示を拒否
してきた。これについて，
ａ）法的，合理的根拠はあるが，不明な理由によって当該公文
書が存在しない。
ｂ）法的根拠自体が存在しないので，文書を示すことができな
い。
前記ａ），ｂ）のいずれかを法令，行政実例，判例等において
正当化しうる公文書示せ。なお，前記１，２も含め，この請求
に対する「●●●●●」は存在しない。
４．過去，●●●●の利用した取手市立図書館等（公民館図書
室を含む）の図書の閲覧，貸出し等については，ほぼすべて戸
頭公民館図書室において行ってきた。前記公民館図書室は議論
の余地なく，社会教育法第５章に定める，公民館に設置が認め
られた「図書室」であり，当然，図書館法に定められた「図書
館」ではあり得ず，取手市立図書の条例および規則（当然，す
べて図書館法に拠る）。従って，当然きわまることに公民館図
書室はすべて公民館課の管轄である。また従って公民館図書室
の運営は社会教育法にその具体的規定が存在しない以上，各自
治体の公民館条例に拠らねばならぬ。
にもかかわらず，この点は前図書館長在任時より教示してきた
が，一切，法的根拠が示されていない。また公民館図書の運営
自体に図書館が明確な職権を持たず介入し，まったく法的根拠
なき対応を繰り返している。
この事実は単に，異った所轄相互の協力関係などといえる例で
はなく，単なる条例違反に過ぎぬ。これ以上前記図書館によ
る，法的権限なき違反行為を，図書館法と条例，規則の範囲内
で，前記介入行為が適法である法的根拠を期限内に明示できぬ
限り，●●●●は公民館図書室の利用に関し，図書館の介入を
相手とせず，公民館課のみを相手として対応を求める。なお，
前記の合法的である根拠以外の郵便による対応については，す
べて受取拒否を行う。

不開示
（存否応答拒否）
（文書不存在）
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番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

9 令和1年6月12日 教育委員会 公民館

１．●●●年●月●日付の●●●●●●●通知書に関しその
「●●●●●●●●●●●●●（１）「請求に係る情報の名
称，内容」の欄中，１および４の部分について，当該●●がい
かなる方法で「●●●●●●●●」を可能とするのか。いかな
る根拠で取手市情報公開条例第●条第●項第●号，および前記
条例第●項に該当することを，前記●●の内容に照らして法的
根拠を証する公文書を示せ。
２．要綱のみによる地方自治体の規則が，いかなる根拠で地方
自治法第１４条②に抵触することを正当化する法的根拠を証す
る文書を全て示せ。
３．前記２を踏まえ，取手市と取手市教育委員会は，いかなる
根拠で地方自治法第１４条②に拠らずに（条例に拠らずに），
住民に対し，図書の貸し出しを停止する「権利の制限」を行っ
ているのか。その法的根拠を証する文書を示せ。
４，本請求日現在，前記３による図書の貸し出し停止を行って
いる件数を，公民館図書室について示せ。

不開示
（文書不存在）

10 令和1年6月14日 市長（総務部） 市民課

地方自治体の運営に関し，住民がその行政処分などについて，
その法的根拠を証する文書を情報公開請求を行った場合，当該
自治体が「文書不存在」を理由として不開示処分を行うこと
は，そもそもどんな法令に従ってその自治体は公務を行ってい
るのか？
地方自治体が法令を有していなければ，法令に従って公務を行
えるはずがない。では取手市は当該公務が法的に正当である公
務を行っている法的拘束を有する公文書を法令以外に有するこ
とになる。
不存在のはずがない。その文書をすべて示せ。

不開示
（文書不存在）

8 令和1年5月28日 教育委員会 図書館

１．過去長期にわたり，取手市教育委員会地方自治体にとって
の最高法規たる地方自治法に違反するとしか考えられぬ行政処
分を行ってきた。過去の●●●●●●および●●●●による内
容証明郵便等のすべてに関し，一切，前記自治法等において誤
りを認めていない。当該図書の貸し出し停止が合法である前記
自治法を含むすべての法令等に照らして法的根拠となる公文書
を示せ。
２．過去，取手市民の図書館利用者（この場合，公民館図書室
利用者をも一応，便宜的に含む）のすべてに関し，何らかの
「権利の濫用」が一例でもあれば，個人名等を除き公開せよ。
万一，その事実が存在しない場合は，公文書への虚偽事実の記
載および市民への誹謗にあたる。
３．過去，取手市教育委員会は地方自治法第２条②により，法
令に拠らねばならぬ自治体の運営について，法的根拠を当然示
すべき●●●●●●に対し，「●●●●●」として開示を拒否
してきた。これについて，
ａ）法的，合理的根拠はあるが，不明な理由によって当該公文
書が存在しない。
ｂ）法的根拠自体が存在しないので，文書を示すことができな
い。
前記ａ），ｂ）のいずれかを法令，行政実例，判例等において
正当化しうる公文書示せ。なお，前記１，２も含め，この請求
に対する「●●●●●」は存在しない。
４．過去，●●●●の利用した取手市立図書館等（公民館図書
室を含む）の図書の閲覧，貸出し等については，ほぼすべて戸
頭公民館図書室において行ってきた。前記公民館図書室は議論
の余地なく，社会教育法第５章に定める，公民館に設置が認め
られた「図書室」であり，当然，図書館法に定められた「図書
館」ではあり得ず，取手市立図書の条例および規則（当然，す
べて図書館法に拠る）。従って，当然きわまることに公民館図
書室はすべて公民館課の管轄である。また従って公民館図書室
の運営は社会教育法にその具体的規定が存在しない以上，各自
治体の公民館条例に拠らねばならぬ。
にもかかわらず，この点は前図書館長在任時より教示してきた
が，一切，法的根拠が示されていない。また公民館図書の運営
自体に図書館が明確な職権を持たず介入し，まったく法的根拠
なき対応を繰り返している。
この事実は単に，異った所轄相互の協力関係などといえる例で
はなく，単なる条例違反に過ぎぬ。これ以上前記図書館によ
る，法的権限なき違反行為を，図書館法と条例，規則の範囲内
で，前記介入行為が適法である法的根拠を期限内に明示できぬ
限り，●●●●は公民館図書室の利用に関し，図書館の介入を
相手とせず，公民館課のみを相手として対応を求める。なお，
前記の合法的である根拠以外の郵便による対応については，す
べて受取拒否を行う。

不開示
（存否応答拒否）
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

12 令和1年6月25日 市長（総務部） 市民課

１．「印鑑登録に関するご注意」なる公文書は現在（本請求書
請求日現在），利用者住民に発効されているか，発行されてい
る場合は当該文書を示せ。
２．前記１の文書が発行されていない場合，印鑑登録証は法的
拘束力を持つ何によって発行されているか。当該文書を示せ。

部分開示
（文書不存在）

11 令和1年6月18日 教育委員会 公民館

１．取手市立公民館図書室の運営に関し，取手市立図書館が公
民館図書室に存在する図書（とりわけ戸頭公民館図書室）につ
いて，取手市立図書館管理運営規則第１４条と取手市立図書館
利用制限要綱第２条の別表により，●●●●年●月●日付の●
●●●●●に対して●●●。この法的根拠を証する文書を示
せ。
2．公民館の要綱のみによる公民館図書室または取手市立図書
館にかかる条例規則等について，要綱以外に，法的拘束力を持
つ（当然，要綱に法的拘束力がある法的根拠を証する文書があ
れば，それを含む）法的根拠を証する文書を示せ。
３．前記２に関し，住民が法令，行政実例，判例等に照らし，
あらゆる分野で住民が従わねばならぬ義務を強いることができ
る（それを定めている実例）実例を，他のあらゆる自治体にお
ける多くの実例を示せ。
４．取手市住民が戸頭公民館図書室において，取手市立図書館
利用制限要綱のみによる取手市立図書館管理運営規則に従わね
ばならぬ法的義務を証する文書をすべて示せ。
５．前記４に関し，取手市立戸頭公民館（または取手市立図書
館）の図書について，たとえば取手市立図書館管理運営規則第
１４，１５，１６条等に照らし，図書の館外借り出しが住民の
当然の権利でないことを法的に証する法令等の文書を示せ。
６．現在また過去，取手市立公民館図書室に存在する図書のす
べては取手市のどの組織の所有に属し（行政財産であるはず）
その運営はどの法令に従っているか，その法的根拠を証する文
書を示せ。
７．本請求日の時点で，前記６の戸頭公民館図書室に存在する
館外貸し出しおよびその管理について，取手市立図書館設置条
例，前記２図書館管理運営規則，前記要綱等に従わねばならぬ
法的義務を証する法令等を示せ。（前記２，４，５，６にかか
わる）。

不開示
（文書不存在）

13 令和1年6月25日 市長（総務部） 市民課

１．「●●●年●月●日作成」とある公文書について
条例第３条第２項の文言「代理人」とは，いかなる個人また

は団体を指すか，当該条例および規則に定められていないにも
かかわらず前記年月日作成とある公文書（「印鑑登録に関する
ご注意」なる公文書には，「代理人」なりえる法的資格が定め
られていないにもかかわらず,前記公文書（条例規則の条例文
言にも存在しない）では，「代理人」なる文言が唐突に出現す
る。取手市の条例規則及び法的拘束力不明の，前記「ご注意」
なる公文書の「代理人」の義務に関する法的根拠を証する文書
を示せ。
２．前記「印鑑登録に関するご注意」なる公文書は，利用者住
民に示されれば，利用者住民はそれに従わなければなぬ「告
知」または「告示」と理解する。法的拘束力のない公文書を利
用者住民に住民に示すこと自体が条例規則の条文に文言を持つ
事実を提示し得ぬ限り，違法の疑いを生じかねない。当該「ご
注意」なる公文書が正確に条例：規則に従っている根拠を当該
条例の文言に則して示せ。
３．取手市印鑑条例施行規則第９条の「条例及びこの規則に規
定する印鑑登録申請書等の様式は，次の表のとおりとする」と
ある，そのすべての様式に「前記印鑑登録に関するご注意」な
る公文書の規定文言およびその「様式」が含まれていない法的
根拠を前記１，２に照らして示せ。

部分開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

14 令和1年7月5日 教育委員会 公民館

１．●●●年●月●日付の「●●●●●●●通知書」の●●●
の理由は，公民館課に当該●●が●●しないため，と考えられ
る。
しかし，これまで戸頭公民館図書室は，本来社会教育法（お

よび地方自治法等）によって管理運営がなされていなければな
らなかったにもかかわらず，図書館が図書館法等によって運営
してきた事実がある。
従って，前記公民館課に，これまでの公民館図書室に関する

公文書が公民館課にほとんど存在しないのは当然であり，これ
までの前記公民館図書室になければ，不可解な法的根拠により
図書館が管理運営に関する公文書（法令等を含む）が公民館に
存在するとはほとんど考えられぬ。これまでの前記公文書類
は，所轄である公民課が図書館に照介して公民館課が開示する
のが当然である。
すでに●●●●●●●期限を過ぎているゆえ，至急公民館課

は図書館に照会の上，前記日付の●●●●に応じよ。
２．繰り返し教示してある通り，要綱のみによる規則が，地方
自治法第２条②，前記自治法第１４条②と同等以上の法的拘束
力，および法的根拠を証する文書は，本請求日現在まで，開示
されていない。当該根拠を証する文書を示せ。
３．本請求日現在まで，取手市の公民館図書室のすべてで，前
記２の要綱のみによる規則によって前記図書室で貸し出しを停
止している記録をすべて示せ。
４．これも前記２と同様，法令を示す文書なしに前記３の貸し
出し停止が前記２の地方自治法の規定にもかかわらず存在しな
くてよい法的根拠を証する文書を示せ。

不開示
（文書不存在）

15 令和1年7月10日 教育委員会 公民館

「●●●●．●．● 作成」の「図書館からのお知らせ」とあ
る葉書について，「資料ＩＤ．返却期限．●●●●．●．●
●」とある「●●●●●●●●●●」とある内容で「この通知
は取手市図書館運営規則第１４条の規定により通知するもので
す」とある。
１．前記規則は要綱のみにもとづくものであり，住民の権利を
制限する行為であることを否定する法的根拠を取手市教育委員
会は一切示していない。これは夙に教示してある通り，地方自
治法第１４条②および前記自治法第２条②（および前記自治法
第２条⑰）に照らし適法でない。教育委員会は過去ずっと前記
「規則による」とのみ主張しているが，前記条例および自治上
の根拠に関して●●●●●●しても，これまた一切答えていな
い。（存在しないはずがない。法令を一切答えていない。●●
●●●のはずがない）前記要綱のみによる規則が条例と自治法
の規定比べ法的に上位であることを証する法令等を示せ。
２．これまでの●●●●による取手市教育委員会による「●●
●●●」を理由とする●●●処分は，本件が争訟になった場
合，誰が法的被告となり，責任をとるのか。法令，行政実例，
判例等を踏まえて根拠となる文書を示せ。
３．取手市教育委員会は，いかなる法令により，地方自治法第
２条②に定める法令遵守義務を遵守しているか，現在及び本請
求日までに拠るところの法令等をすべて示せ。

不開示
（文書不存在）
（存否応答拒否）

16 令和1年7月10日 市長（総務部） 市民課

平成３１年１月１日から令和元年６月３０日までに付定のあっ
た取手市住居表示に関する条例第３条・同規則に基づく住居表
示実施地区の住居表示符定簿（所在地番・住居表示・符定年月
日の記載ある一覧表）と該当の住居表示台帳（住居番号付定通
知書は不要です）

全部開示

17 令和1年7月12日 市長（建設部） 管理課

１．市道第２２８２号線～第２３１５号線について，平成７年
～同９年にかけ土砂採取が行われ，小山が平地に整備された，
その後土砂が不法投棄され現在の状況になっている，これは法
律違反であるにも関わらず市行政は何の手立てもして来なかっ
た。当該違法投棄された土砂により上記市道が使用不可能状態
が継続されている，●●●●年（取●発第●●●号）以降同違
法土砂の撤去について市はどのような手立てを成したのか，文
書開示及び口頭で説明願う。
２．旧戸頭東西小学校に接して電柱が４本歩道の家屋寄りに設
置されている，これは車道寄りに設置されるべきものである
が，何らかの理由が存在すると思うので，道路占有及び公安委
員会との協議書の開示及び説明を求める。

部分開示
（法人情報）
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

17 令和1年7月12日
市長（まちづく
り振興部）

環境対策課

１．市道第２２８２号線～第２３１５号線について，平成７年
～同９年にかけ土砂採取が行われ，小山が平地に整備された，
その後土砂が不法投棄され現在の状況になっている，これは法
律違反であるにも関わらず市行政は何の手立てもして来なかっ
た。当該違法投棄された土砂により上記市道が使用不可能状態
が継続されている，●●●●年（取●発第●●●号）以降同違
法土砂の撤去について市はどのような手立てを成したのか，文
書開示及び口頭で説明願う。
２．旧戸頭東西小学校に接して電柱が４本歩道の家屋寄りに設
置されている，これは車道寄りに設置されるべきものである
が，何らかの理由が存在すると思うので，道路占有及び公安委
員会との協議書の開示及び説明を求める。

部分開示
（法人情報）

19 令和1年7月18日
市長（健康増進
部）

健康づくり推
進課

取手ウェルネスプラザ及び取手ウェルネスパークに関する下記
書類をお願い致します。
「事業計画書・収支計画書（前回公募時の現指定管理者の提案
書）」・「事業報告書（年度報告書）直近３ヶ年分（指定管理
者が市に提出している書類）」

部分開示
（個人情報）
（法人情報）
（法令秘情報）

20 令和1年7月19日
市長（まちづく
り振興部）

環境対策課

１．福島原発事故のあと，各小中学校・公園等に埋めた除染土
のその後の状況がわかる資料
２．旧取手第一中学校の跡地を工事しているようだが，そこに
埋められた除染土の処理状況のわかる資料
３．●●●●に売却した●●●●●に埋められた除染土の処理
状況のわかる資料
売却にあたって，除染土の存在をどのように知らせたのか。
４．駅前立体駐輪場の使用開始から現在に至るまでの利用状況
のわかる資料
５．●●●●●●●●●●●●●●●の利用状況のわかる資料

全部開示

18 令和1年7月12日 市長（総務部） 市民課

１．「印鑑登録に関するご注意」なる公文書３の「保証書」な
る文言は，取手市印鑑条例規則第９号にある。（条例第１３
号）
ただし平成８年１月１９日，規則第２９号にある別表にのみ存
在するが，前記規則要素機第９別（条例第１４条関係）には存
在しない。（「保証人」なる文言の規定も存在しない）。「保
証書」なる文言の規定が存在する条例規則等の条文を示せ。
（当然，条例等で，明確に定められていない規定が様式にのみ
あって，これが法的拘束力を持つとは考えられぬ）。
２．前記「ご注意」なる公文書５に「満１５歳未満の方及び成
年被後見人の方は登録できません」とある。これを定めた法律
名を示せ。
３．ａ）前記２に続き，そもそも地方自治体の条例は，地方自
治法第１４条第１項「普通地方公共団体は法令に違反しない限
りにおいて第２条第２項の事務に関し，条例を制定することが
できる。
ｂ）前記自治法第１０条第１項「住民は法律の定めるところに
より，その属する普通地方公共団体の役務の提供をひとしく受
ける権利を有し，その負担を分任する義務を負う。」
ｃ）前記自治法第２条第２項「普通地方公共団体は，地域にお
ける事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により
処理するものを処理する」
ｄ）前記自治法第２条第２条第１６項「地方公共団体は，法令
に違反してその事務を処理してはならない。なお，市町村及び
特別区は，当該都道府県の条例に違反してその事務を処理して
はならない。
ｅ）前記自治法第２条第１７項「前項の規定に違反して行った
地方公共団体の行為は，これを無効とする。
以上の自治法の規定により，条文中の「法令」は当然自治体の
条例より上位にある法規は，法律以外に考えられない。従っ
て，取手市印鑑条例第２条第２項の法律上の根拠と茨城県の印
鑑条例の条文を示さねばならぬ。この２点の条文を示せ。
４．取手市印鑑条例および規則には，「印鑑登録に関するご注
意」なる文言に関する規定が存在しないが，役所で公文書を
「ご注意」として供されれば，住民は従わなければならぬ文書
と思う。かような公文書を手渡す法的根拠を証する法令（法
律）等の根拠となる文書を示せ。

不開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

20 令和1年7月19日 市長（総務部）
安全安心対策
課

１．福島原発事故のあと，各小中学校・公園等に埋めた除染土
のその後の状況がわかる資料
２．旧取手第一中学校の跡地を工事しているようだが，そこに
埋められた除染土の処理状況のわかる資料
３．●●●●に売却した●●●●●に埋められた除染土の処理
状況のわかる資料
売却にあたって，除染土の存在をどのように知らせたのか。
４．駅前立体駐輪場の使用開始から現在に至るまでの利用状況
のわかる資料
５．●●●●●●●●●●●●●●●の利用状況のわかる資料

全部開示

20 令和1年7月19日
市長（政策推進
部）

政策推進課

１．福島原発事故のあと，各小中学校・公園等に埋めた除染土
のその後の状況がわかる資料
２．旧取手第一中学校の跡地を工事しているようだが，そこに
埋められた除染土の処理状況のわかる資料
３．●●●●に売却した●●●●●に埋められた除染土の処理
状況のわかる資料
売却にあたって，除染土の存在をどのように知らせたのか。
４．駅前立体駐輪場の使用開始から現在に至るまでの利用状況
のわかる資料
５．●●●●●●●●●●●●●●●の利用状況のわかる資料

全部開示

20 令和1年7月19日 市長（福祉部） 子育て支援課

１．福島原発事故のあと，各小中学校・公園等に埋めた除染土
のその後の状況がわかる資料
２．旧取手第一中学校の跡地を工事しているようだが，そこに
埋められた除染土の処理状況のわかる資料
３．●●●●に売却した●●●●●に埋められた除染土の処理
状況のわかる資料
売却にあたって，除染土の存在をどのように知らせたのか。
４．駅前立体駐輪場の使用開始から現在に至るまでの利用状況
のわかる資料
５．●●●●●●●●●●●●●●●の利用状況のわかる資料

全部開示

20 令和1年7月19日 市長（建設部）
水とみどりの
課

１．福島原発事故のあと，各小中学校・公園等に埋めた除染土
のその後の状況がわかる資料
２．旧取手第一中学校の跡地を工事しているようだが，そこに
埋められた除染土の処理状況のわかる資料
３．●●●●に売却した●●●●●に埋められた除染土の処理
状況のわかる資料
売却にあたって，除染土の存在をどのように知らせたのか。
４．駅前立体駐輪場の使用開始から現在に至るまでの利用状況
のわかる資料
５．●●●●●●●●●●●●●●●の利用状況のわかる資料

全部開示

20 令和1年7月19日 教育委員会 教育総務課

１．福島原発事故のあと，各小中学校・公園等に埋めた除染土
のその後の状況がわかる資料
２．旧取手第一中学校の跡地を工事しているようだが，そこに
埋められた除染土の処理状況のわかる資料
３．●●●●に売却した●●●●●に埋められた除染土の処理
状況のわかる資料
売却にあたって，除染土の存在をどのように知らせたのか。
４．駅前立体駐輪場の使用開始から現在に至るまでの利用状況
のわかる資料
５．●●●●●●●●●●●●●●●の利用状況のわかる資料

全部開示

21 令和1年7月23日 教育委員会 公民館

１．取手市教育委員会において，要綱のみに基づく規則による
市立図書館による図書の貸し出し停止措置が，住民の「権利を
制限すること（地方自治法第１４条②）にあたらない法的根拠
を証する法令等のすべての文書を示せ。
２．過去，少なくとも５年以上取手市公民館図書室の図書は取
手市立図書館によって（図書館法第２条第１項）の規定により
管理運営がなされている。この事実の法的正当性を証する文書
を示せ。
３．公民館図書室に関する法的根拠等を示す文書が公民館課に
存在しないというこは，当然，図書館に存在するはずであり，
他の部署の文書は当該（公民館課）以外に出せない，という根
拠（？）に拠るらしい。
４．図書館長が公民館図書室の図書の貸し出し停止は公民館課
で決定しているか，図書館で決定しているか，法的根拠を示す
文書（記録等のすべてを含め）を示せ。
５．前記２にかかる，公民館図書室の図書の貸し出し停止は公
民館課で決定しているか，図書館で決定しているか，法的根拠
を示す文書（記録等のすべてを含め）を示せ。

不開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

22 令和1年7月24日 教育委員会 教育総務課

情報管理課によれば，情報公開の請求先は，教育委員会の管轄
する事務については教育委員会しかないという。従って公民館
の管轄する事務については教育委員会しかないという。従って
たとえば公民館課の所管であれば（文書開示請求であれば），
公民館に当該文書が存在しなければ「文書不存在」になるとい
う。
しかし●●●●はこれまで長期にわたり，教育委員会教育長宛
でも，図書館宛でも，●●●●を行ってきたが，いずれも，
「法的根拠を証する文書を示せ」という地方自治法第２条②に
より，存在しないはずのない文書を数多く「●●●●●」とし
てきた。教育長宛でも図書館宛でも，法的根拠を示す文書は教
育委員会のいずれにも存在しないのだ。
さて，必ず存在しなければならぬ法令等は，教育委員会のい

ずれに請求すれば開示されるのか？今回は，例示すれば「要綱
のみによる規則により図書の貸し出しを停止する規則が地方自
治法第１４条②に違反（当該条例は存在しない）しない法的根
拠を示す文書」は前記の（教育委員会教育長，図書館，公民館
課）のいずれにも存在しないらしい（すなわち，法的根拠自体
が存在しないとしか考えられぬ）ので，教育委員会総務課に請
求する。他にも数々の案件が存在するが，それは今後，●●●
●の意思により追って請求する。

不開示
（文書不存在）

23 令和1年7月24日 教育委員会 公民館

１．●●●年●月●●日付取●●発第●●●号，●●●年●月
●●日取●●発第●●●号の●●●●●通知について。
前記全てについては，これまで取手市教育委員会教育長宛，図
書館宛でも●●●●●●を行ってきたが，いずれも「●●●●
●」とされた。さらに現在，公民館図書の所管である公民館課
にも存在しないという。
図書館に関する●●●●，および教育委員会の事務に関する法
的根拠を証する文書が前記３か所のいずれにも存在しないはず
がない（幾度も教示しているとおり，地方自治法第２条②によ
る）。教育委員会教育長宛でも図書宛でも，●●●である文書
が，所轄である公民館課に存在しないとすると，当該文書は取
手市のいずれに存在するか，保有する所轄を答えよ。
２．公民館図書室に存在する図書は，当然，公民館課の所轄に
属する。
現在も続いている（本請求日現在）以上，当然，公民館の法定
による。
要綱のみによる規則が地方自治法第１４条②に照らして違法で
ない根拠を，規則以上の法的上位にある前記自治法の条文に
よって示せ。
３．取手市立公民館図書室の管理運営が，いつから取手市立図
書館の管理運営に法的権限が移ったのか？委任または委託等の
事実を証する文書を示せ。

不開示
（文書不存在）

24 令和1年7月29日 教育委員会 図書館

１．本請求日現在，取手市教育委員会公民館図書室は，（または：
図書館課は）●●●●に対して新たな図書の貸し出しを停止してい
る。その公務が地方自治法第１４条②「権利を制限する」ことに該
当しない法的根拠を証する文書を示せ。
２．前記１の自治法第１４条②に対し，要綱のみによる規則が前記
自治法の規定にかかわらず法的に有効である法的根拠を証する法令
等の文書を示せ。
３．前記自治法第１４条②に照らし，当該自治法の規定に従うべき
取手市の条例条文を示せ。
４．地方公共団体の要綱が「ルール化」（ルールとは，家庭から国
家まで，従わねばならぬ決まりであることを前提とする）されいる
実例を（住民が従わねばならぬ「ルール」とされている実例を多数
示せ。
５．●●●年●月●●日付：●●●●●通知書における．「本件が
ａ）訴訟になった場合：誰が法的被告となり責任をとるのか。法
令，行政実例，判例等を踏まえて根拠となる文書を示せ」という●
●に対し，前記●●●●●通知書は「●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●」という取手市情報公開条例第●条第
●項第●号に該当するとした。
しかし，かような事例は，国家，地方自治体を相手方とする被告と
なるはずの者が当該地方自治体の首長，当該部署の責任者，担当者
等であるはずであり，●●●●はその法的責任を確認しているだけ
である。取手市は現在も係争中の事件を抱えているが，被告となる
者は前記情報公開条例の「●●●●●」とはまったく異なる公務上
の責任者，当事者である。
該当する公文書が存在しない（当然，訴訟になった場合の取り決め
が文書化されているはず）とすれば，取手市はいかにして誰が訴訟
に応じるのか？法的責任を取るべき者は，「●●●●●●する必要
はない。●●●●●が前記条例に該当する根拠を条例の適用例等を
示す文書で示せ。
６．前記１および２について，取手市立図書館または公民館課が同
一の規則によって図書の貸し出しを停止している件数を過去５年間
分，すべて示せ。

部分開示
（存否応答拒否）
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

25 令和1年7月30日 市長（総務部） 総務課

●●●●年●月●●日付の「●●の●●」の枠内，「第１５
条」の冒頭「教育委員会は，法令又は条例に違反しない限りに
おいて，その権限に属する事務に関し，教育委員会規則を制定
することができる」とある条文を「根拠」として，「規則を制
定しています」とある。
●●●●はこの規則自体が法的拘束力を持たぬ要綱に基づき，
しかも地方自治法第１４条②に定める「権利の制限」を行って
るにもかかわらず条例を制定している事実がない。
よって取手市の主張している「法令又は条例に違反しない限り
において」という，教育委員会が規則を定めてよい前提が成立
していない。これは夙に教育委員会に教示済みである。
前記自治法第１４条②の規定に対して当該規則が適法である法
令等の根拠を証する文書を示せ。

不開示
（文書不存在）

26 令和1年7月31日 教育委員会 図書館

１．●●●●年●月●●日付の●●●●●●●通知書について，当
該●●●●●●●の「理由」が●●●●●という●●が適法である
法的根拠を，地方自治法第２条②，前記自治法第１４条②に照ら
し，適法である法的根拠を証する文書を示せ。
２．前記１に関し，地方自治法は当然ながら地方自治体にとっての
実質的（憲法を除く）最高法規であ，住民を縛る以上に自治体を強
く縛り，自治体は必ず前記自治法に従わねばならず，憲法を例にす
れば自治体にとって自治法以上の法規は存在しない。条例も規則も
同様である。
さて，これまで●●●●の発した●●●●●●に対して，●●●●
が自治法上の根拠を示しても，一切，自治法上の根拠を示した事実
が存在しない。取手市は全国３０００余自治体のうち唯一，たとえ
ば規則が自治法の規定の上位にあり，自治法の規程を無視して可を
判断しているとしか考えられぬ。
取手市における，規則が要綱とともに自治法より上位にあり，自治
法に従わなくてよい法的根拠を証する文書を示せ。
３．前記１，２について，取手市が法的根拠を証する文書を示せと
いう●●に対しこれを●●●とし続けるのは，
ａ）法的根拠自体が存在しない
ｂ）法的根拠は存在するが，取手市の都合事情により●●できない
（この点は取手市情報公開条例にかかわる。前記どちらかであるこ
とを明らかにし，なぜ前記２３冒頭の法的根拠が当然存在するはず
にもかかわらず開示しないことを法的に正当化する文書を示せ。
４．●●●●年●●月●●日付●●●●●●●通知書における「●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●」なる文言に
ついて，当該●●は当該（担当）取手市職員が自ら名告っている文
書の文言通りによるものであり，前記の取手市情報公開条例（「●
●●●●●●●●●●●●●●●●」とある条例第●条第●項に該
当しない。「●●の●●」に答えるまでもなく，●●●●●が当該
●●（当然，公務員の公務である）前記公開条例に該当する法的根
拠を証する文書を示せ。
５．●●●●年●●月●●日付の●●●●●に関する法的根拠を示
す公文書が●●●であることが法的に正当であることを証する文書
を示せ。
６．●●●●年●月●●日付の「●●の●●」の枠内，第１５条の
冒頭「教育委員会は，法令又は条例に違反しない限りにおいて，そ
の権限に属する事務に関し，教育委員会規則を制定することができ
る。」とある条文を「根拠として」規則を制定しています」とあ
る。
●●●●は，この「制定しています規則」の定め自体が法的拘束力
を持たぬ要綱のみに基づき，しかも地方自治法第１４条②に定める
「権利の制限」を行っているにもかかわらず（かつて教育委員会は
「公の施設に内在する制限」な不可解な文言を発した），該当する
条例を制定している事実が示されていない。よって取手市の主張す
る「法令又は条例に違反しない限りにおいて」という。教育委員会
が規則を定めてよい前提は成立していない。前記自治法第１４条②
の規定（および前記「公の施設に内在する制約」なる厳格な法的意
味とその自治法第１４条に違反していない法的根拠，さらに地方自
治法第２４４条の２の公の施設の使用（当然，図書の貸出しも公の
施設の使用に含まれる。）の拒否が（図書の貸出し停止）が前記自
治法第１４条②に照らして適法である法的根拠を証する文書を示
せ。（なお，前記「公の施設に内在する制約です」なる文言は●●
●●年●●月●●日の公文書である。これを前記●●に併せて意味
が法的に明瞭となる根拠となる文書を示せ。なお教育委員会はすで
に図書貸出し停止が「制約」と認めている）。
７．ａ）前記●●●●年●●月●●日付の公文書には「権利の濫用
は決して許されることではありません」とある。この「権利の濫
用」は●●●●に対する非難としか考えようがないが，●●●●の
行った「権利の濫用」とは具体的に何のことか，自ら署名している
責任者に●●しても「●●●●●」とあるのみ。当該責任者は●●
●●に関して公文書を詷で「権利の濫用」の事実を確認しているべ
きで，●●●●●のはずはない。万一客観的な事実が存在しなけれ
ば，市民に対する誹謗である当該文書を示せ。
ｂ）万一，前記７のａ）に対する事実を証拠が存在しなければ，当
該非難は明らかに，住民によるのでなく，取手市による公権力の濫
用である。公権力の濫用でない法的根拠を証する法令等を示せ。

不開示
（文書不存在）
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

27 令和1年8月5日 教育委員会 図書館

取手市戸頭公民館図書室に存在する図書は，「取手市立図書
館」なる表示と，その蔵書のバーコードが表示されている。
前記公民館図書室に存在する図書が，図書館法に定められてい
る事実に，いかなる法的法的が存在するか？
前記公民館図書室に存在する図書が公民館に所属せず，取手市
立図書館の公有財産に所属する法令等の根拠を証する文書を示
せ。

不開示
（文書不存在）

28 令和1年8月8日 教育委員会 図書館

取手市戸頭公民館図書室に存在する図書には，「取手市立図書
館」なる表示と，その蔵書のバーコードが表示されている。
前記公民館図書室に存在する図書室に存在する図書が，図書館
法に定めるものである限り，いかなる法的根拠により社会教育
法に定める公民館図書室に存在しうるか？
この矛盾を，図書館から公民館図書室への過去の委任，委託等
の事実を含め，その法的根拠を含め，その法的根拠を証する文
書を示せ。

不開示
（文書不存在）

30 令和1年8月9日 教育委員会 図書館

過去の●●●●による取手市教育委員会図書館に対する●●●
●●●のうち，（ア）●●●●●または，（イ）情報公開条例
第●条（●）を理由とする●●●●●●●について，（ア）お
よび（イ）が根拠となる法的根拠を証する，
（ア）について，なぜ法令が地方公共団体に●●●なのか。
（イ）についてはたとえば，いかにして公務上の公務員を責任
上特定することが「●●●●●●●●●，●●●●●●●●●
●●●●●●●●●」ことを具体的に想定しうるのか。
それぞれ別箇に法的根拠を証する文書を示せ。

不開示
（存否応答拒否）

31 令和1年8月14日
市長（都市整備
部）

都市計画課

・取手駅西口Ａ街区地区第一種市街地再開発事業準備組合設立
総会に提出されたすべての資料及び議事録と準備組合設立まで
に要したすべての事業費と財源内訳
・桑原周辺地区土地区画競り事業準備組合設立総会に提出され
たすべての資料及び議事録と準備組合設立までに要したすべて
の事業費と財源内訳

全部開示

31 令和1年8月14日
市長（都市整備
部）

中心市街地整
備課

・取手駅西口Ａ街区地区第一種市街地再開発事業準備組合設立
総会に提出されたすべての資料及び議事録と準備組合設立まで
に要したすべての事業費と財源内訳
・桑原周辺地区土地区画競り事業準備組合設立総会に提出され
たすべての資料及び議事録と準備組合設立までに要したすべて
の事業費と財源内訳

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

29 令和1年8月8日 教育委員会 公民館

１．●●●●年●月某日，●●●●は取手市公民課に，電話で
下記について問い合わせた。
ａ）取手市教育委員会公民館図書室に存在する図書の返却が遅
れた場合の新規図書の貸し出し停止が前記公民館条例が地方自
治法第１４条②の規定に背いて存在しないにもかかわらず，取
手市図書館管理運営規則第１４条（前記規則第１４条に拠るも
のとし（規則条文中の「別に定めるところ」とは取手市図書館
利用制限要綱第２条別表のみによることを前記教育委員会はす
でに認めている。要綱のみによる規則が住民に法的拘束力を持
たぬ以上，また地方自治法第１４条②により，「権利を制限す
るには条例によらなければならない」旨の定めがある以上，前
記自治法第２条②および前記自治法第２条⑰において無効であ
る。
ｂ）前記の取手市立図書館蔵書の「館外利用の貸し出しに係る
予約を停止することができる」なる条文自体が，すでに前記図
書館が（一部図書を除き）蔵書の館外利用する権利と前記図書
館による承認を当然の前提としており，利用者はその利用が当
然の権利であり，当該権利の前記自治法第１４条②の「制限」
に当たると解するしかない。
２．前記２ａ）について，前記公民館に電話で前記自治法第１
４条②に違反しない法的根の提示を繰り返し求めたところ，前
記ａ）の要綱のみによる規則によることになっております」と
しか答えなかった。この場合，地方自治法の法令上の法的根拠
を求める問いに対する回答は，当然，本請求が夙に請求済みで
あるにもかかわらずつねに「●●●●●」と前記市立図書館は
●●を拒否している。
さて，前記の「なっております」とは，当然，前記自治法第２
条②に違反していない法的根拠を証する文書は地方自治体に必
ず存在する。当該法的根拠を証する文書を，前記１のａ），
ｂ）および２の全体にわたって示せ。

不開示
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

32 令和1年8月16日 教育委員会 図書館

１．●●●●年●月●●日頃●●●●に届いた「貸出停止処理
件数」なる公文書３通のうち，「平成３０年度」の文の「該当
者数２８人」「未返却冊数７０冊」について，取手市立教育委
員会は該当者および未返却冊数に対し，本請求日現在，いかな
る法的措置を講じたか。法的措置を講じた事実を証する文書を
すべて示せ。
２．取手市教育委員会図書館は，●●●●に対し，過去●度以
上，新たな図書の貸し出しを停止している事実がある。この事
実が地方自治法第２条②，前記自治法第１４条②に照らし違法
であることは夙に教示してある「権利の制限をするには条例を
定めなければならない」旨の義務規定によるから，この前記自
治法に照らし，この貸し出し停止処分が違法でない法的根拠を
前記自治法第１４条②のみに照らして，法的根拠を証する文書
を示せ。
３．「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１５条条
文には，「法令又は条例に違反しない限りにおいて，その権限
に属する事務に関し，教育委員会規則を制定することができ
る」とある。この条文自体，前記２の前記自治法第１４条②に
照らし，図書貸し出し停止を定めた条例が存在しない限り，違
法であり，従って教育委員会は前記に関する規則を定めること
ができない。
前記自治法違反の教示にもかかわらず規則のみにより図書貸し
出しを停止している事実の法的根拠を証する文書をすべて示
せ。

不開示
（文書不存在）
（存否応答拒否）

34 令和1年9月6日 市長（建設部） 管理課

Ｈ２９～Ｒ１までの
　要望・陳情処理（広報広聴課より）
　管理課メール・市メール
　要望
に関わる管理課管理係に関する記録

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

33 令和1年8月27日 教育委員会 図書館

１．「●●●●／●／●●作成」なる日付による「図書館利用
の皆様へ」なる葉書が●●●●に届いた。その表面に「この通
知は取手市立図書館管理運営規則第１４条の規定により，通知
するものです」とある。
前記規則は地方自治法第１４条②および前記自治法第２条②，
また前記自治法第２条⑰により無効であり，さらに●●●●が
送付した内容証明付郵便において，自治体の要綱が住民に対し
法的拘束力を有さず，その要綱のみによる規則も法的拘束力を
有さず（ちなみに，取手市教育委員会は前記自治法の定めにつ
いて，これまで一切答えていない），それにもかかわらず要綱
の法的拘束力について一切触れず，ただ規則のみによる旨，前
記葉書の文面は主張している。
前記については，夙に●●●●が繰り返し前記自治法の定めに
照らして適法でない旨教育委員会に教示しているにもかかわら
ず，前記規則により図書の貸し出しを停止している事実からも
明らかである。
前記葉書の「規則１４条の規定」が前記自治法に照らして適法
である法的根拠を証する文書を示せ。
２．前記規則が拠る要綱が住民に対して法的拘束力を有する根
拠を証する文書を示せ。
３．取手市教育委員会は，本件に関する前記自治法の規定に関
し，前記委員会が前記自治法の規定に従わなくてよい法的根
拠，およびその法的根拠が前記委員会に存在しなくてよい法的
根拠を証する文書をともに示せ。
４．法令条文の存在しない自治体は存在しない。取手市教育委
員会は何によって前記自治法第２条②の規定を遵守しているの
か。その拠る文書を示せ。

不開示
（文書不存在）
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

36 令和1年9月8日 消防長
消防本部警防
課

●●●●団地の消火栓設備に対する，●●消防署などが今年８
月末までの３年間行った調査と調査結果，および結果に基づき
行った対応

部分開示
（個人情報）
（法人情報）
（文書不存在）

37 令和1年9月9日
市長（都市整備
部）

区画整理課

取手駅西口土地区画整理事業地内C街区の擁壁計画平面図

※区画整理課の方に上記名称を伺ったのですが，Ｃ街区だけで
なく，区画整理地内全体の地図で，造成後の高さの明示してあ
る地図の開示をお願いします。

全部開示

38 令和1年9月17日 教育委員会 教育総務課
取手第一中学校，取手東中学校統合準備協議会
第１回，第２回，第３回，第４回，第５回，第６回，第７回，
第８回，第９回，第１０回分の議事録

全部開示

39 令和1年9月17日 教育委員会 教育総務課
小文間小学校，井野小学校，吉田小学校統合準備協議会
第１回，第２回，第４回，第５回，第６回，第７回，第８回，
第９回分の議事録

全部開示

40 令和1年9月17日
市長（政策推進
部）

政策推進課

①茨城県取手市公立学校●●（茨城県取手市立●●●●●学校
●●）●●●に係る，●●●●（●●●●）年●月●●日取手
市立●学校の●●の自殺事案に係る調査委員会の調査報告書の
調査にあたり，資料等として作成，取得された文書，図画，電
磁的記録の一切
②同●●●に係る，市教委調査委員会（平成２８年３月１６日
設置議決，平成２９年６月１２日解散）の調査にあたり，資料
等として作成，取得された文書，図画，電磁的記録の一切
③同●●●に係る，茨城県教育委員会の●●●年●月●●日人
事発令通知書の発令にあたり，資料等として作成，取得された
文書，図画，電磁的記録の一切

不開示
（存否応答拒否）

35 令和1年9月6日 消防長
消防本部警防
課

●●●●年●月●日●時●●分覚知 取手市●●地先で発生し
た建物火災に関する火災調査報告書一式
１．火災調査書
２．火災原因判定書
３．出火出場時における見分調書（●件）
４．案内図
５．付近図
６．平面図
７．ダクト平面図
８．復元図（●件）
９．写真位置図
１０．写真（●葉）
１１．質問調書（●件）
１２．火災損害調査書
１３．損害査定書
１４．火災損害届（●件）
１５．り災物件明細書
●●●●年●月●日●時●●分覚知 取手市●●地先で発生し
た建物火災に関する火災調査報告書一式
１．火災調査書
２．火災原因判定書
３．出火出場時における見分調書
４．実況見分調書
５．案内図
６．付近図
７．平面図
８．ダクト平面図
９．配置図
１０．写真（●●●葉）
１１．質問調書（●件）
１２．火災損害調査書
１３．損害査定書
１４．火災損害届（●件）
１５．り災物件明細書
１６．火災説明会記録

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

（事務事業執行情報）
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

41 令和1年9月17日 教育委員会 指導課

①茨城県取手市公立学校●●（茨城県取手市立●●●●●学校
●●）●●●に係る，●●●●（●●●●）年●月●●日取手
市立●学校の●●の自殺事案に係る調査委員会の調査報告書の
調査にあたり，資料等として作成，取得された文書，図画，電
磁的記録の一切
②同●●●に係る，市教委調査委員会（平成２８年３月１６日
設置議決，平成２９年６月１２日解散）の調査にあたり，資料
等として作成，取得された文書，図画，電磁的記録の一切
③同●●●に係る，茨城県教育委員会の●●●年●月●●日人
事発令通知書の発令にあたり，資料等として作成，取得された
文書，図画，電磁的記録の一切

不開示
（存否応答拒否）

41 令和1年9月17日 教育委員会 教育総務課

①茨城県取手市公立学校●●（茨城県取手市立●●●●●学校
●●）●●●に係る，●●●●（●●●●）年●月●●日取手
市立●学校の●●の自殺事案に係る調査委員会の調査報告書の
調査にあたり，資料等として作成，取得された文書，図画，電
磁的記録の一切
②同●●●に係る，市教委調査委員会（平成２８年３月１６日
設置議決，平成２９年６月１２日解散）の調査にあたり，資料
等として作成，取得された文書，図画，電磁的記録の一切
③同●●●に係る，茨城県教育委員会の●●●年●月●●日人
事発令通知書の発令にあたり，資料等として作成，取得された
文書，図画，電磁的記録の一切

不開示
（存否応答拒否）

41 令和1年9月17日 教育委員会 学務給食課

①茨城県取手市公立学校●●（茨城県取手市立●●●●●学校
●●）●●●に係る，●●●●（●●●●）年●月●●日取手
市立●学校の●●の自殺事案に係る調査委員会の調査報告書の
調査にあたり，資料等として作成，取得された文書，図画，電
磁的記録の一切
②同●●●に係る，市教委調査委員会（平成２８年３月１６日
設置議決，平成２９年６月１２日解散）の調査にあたり，資料
等として作成，取得された文書，図画，電磁的記録の一切
③同●●●に係る，茨城県教育委員会の●●●年●月●●日人
事発令通知書の発令にあたり，資料等として作成，取得された
文書，図画，電磁的記録の一切

不開示
（存否応答拒否）

42 令和1年10月1日 市長（総務部）
安全安心対策
課

●●●●年●月●日から同年●月●●日までの間に，●●●●
●●より安全安心対策課空き家担当に提出された要望書。

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

43 令和1年9月30日 教育委員会 指導課
令和２年度使用教科用図書（小学校）の選定に関する資料一式
（協議会の要項・議事録（第１回・第２回）・採択理由書・名
簿　等）

全部開示

44 令和1年10月3日 教育委員会 指導課

・令和２年度小学校教科用図書採択協議会議事録（第九地区
全教科）
・令和２年度小学校教科用図書調査報告書（道徳）全社分
・令和２年度小学校教科用図書調査報告書（社会）全社分
・令和２年度小学校教科用図書調査報告書（音楽）全社分

全部開示

45 令和1年10月17日
市長（まちづく
り振興部）

環境対策課
●●●年●●月●●日●曜日，ゴミ収集における収集業者から
の塵芥回収報告書

部分開示
（法人情報）

46 令和1年10月17日 教育委員会 指導課

令和２年度用　教科用図書採択に関する以下の資料・情報
・選定協議会議事録（すべて）
・調査部会調査研究資料（＊特別支援学級用を除くすべて）
・選定理由書（＊特別支援学級用を除くすべて）
・選定協議会委員名簿
・各調査部会の委員名簿（もしくは構成人数など公開できる情
報）
・採択に関する日程がわかる資料

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

47 令和1年10月17日 教育委員会 指導課

令和２年度茨城県第９採択地区小学校教科用図書（音楽）およ
び中学校教科用図書（音楽一般・器楽）選定における以下資料
①協議会規約（または要項）
②調査員名簿
③議事録
④調査報告書
⑤選定理由書

全部開示

48 令和1年10月18日 市長（総務部） 市民課
住居表示台帳（副本）
新町2丁目街区界の変更があった部分について，街区界の形
状・範囲・番地・住居番号

全部開示

50 令和1年10月30日 教育委員会 指導課

令和２年度用小学校教科書採択に関わる資料として，
①協議会委員名簿（要項）
②協議会議事録（第１回，第２回）
③調査委員名簿
④採択結果報告（全教科）

全部開示

51 令和1年10月30日 教育委員会 指導課

令和２年度使用 茨城県第９採択地区 教科用図書採択に関す
る資料一式
・協議会議事録第１回と第２回全てと要項と規約
・協議会と調査部会（小中学校全教科）の名簿
・選定理由が分かる書類（小学校の国語・書写・生活・道徳・
英語）
・採択日程

全部開示

52 令和1年11月12日 市長（総務部） 市民課

１．●●●年●月●日付の●●●●●●●通知書により，一部
文言の変更にかかわらず，「印鑑登録に関するご注意」なる公
文書が法的拘束力を持たぬことが確認された。ついては，当該
「ご注意」なる公文書に従わなくても，当該条例および規則
に，当該「ご注意」なる公文書に法的根拠を委任する旨の明文
化された規定がなければ前記「ご注意」を取手市が交付（手渡
し）する必要はなく，取手市は地方自治法第２条２項３項に定
められた規定を守ればよい。
前記条例規則に前記「ご注意」に関する規定がなくても前記
「ご注意」に従う法的義務が住民にあるとすれば，その法的根
拠を証する文書を示せ。
２．前記１の件に関し，取手市が印鑑登録についての条例を改
正しなくても前記「ご注意」なる公文書に従うべき法的根拠を
証する文書を示せ。

不開示
（文書不存在）

53 令和1年11月19日 市長（総務部） 市民課

Ａ．●●●年●●月●●日付の●●●●●●●通知書の１，２において，取
手市は「印鑑登録に関するご注意」なる公文書に（取手市の条例，規則に照
らして）住民が従うべき法的拘束力を持たぬことが確認された。これについ
て，
１．前記の公文書に法的拘束力を持たせるためには，当該条例と条例に委任
された規則において，当該趣旨を明文化した条文を定めれば済むことであ
る。よって，前記１，２に関する前記「ご注意」の趣旨に法的根拠を生じさ
せる条例規則が存在しない以上，住民は前記「ご注意」の内容に関するすべ
てに従う義務を持たない。
Ｂ．前記Ａについて，以下の法的根拠を示せ。
１．住民が前記「ご注意」に従うべきすべての法的根拠を示せ。
２．前記Ｂの１について，従うべき法的根拠を取手市が示さなかった場合，
前記「ご注意」に従わなかった住民が被るかもしれぬことの事例をすべて示
せ。
３．前記Ｂの２について，前記「ご注意」に見られるすべての文言が法的に
有効である根拠を「ご注意」の文章中からその箇所をすべて示せ（この箇所
は無効だが他の箇所は有効など）
４．過去，前記「ご注意」に関する条例規則等の法的根拠を証する文書は，
すべて「●●●●●」を理由とする●●●●●となっている。では，取手市
は何によって地方自治法第２条第２項による法令を，本件において遵守して
いるか？過去のすべての「●●●●●」を理由とする本件に関する●●●●
●の記載内容すべてに照らしその根拠を示せ。
５．前記Ｂの１，２，３に照らし，取手市は前記「ご注意」の内容のすべて
に関する限り，住民が前記「ご注意」に従うべき根拠があるか？
ａ）前記Ｂの５について，「ご注意」の内容に住民が従わなくても取手市は
印鑑登録証を発行するかどうか，発行しないとすれば，その根拠を示せ。
ｂ）過去，法的根拠を証する文書が存在しなくても，前記Ｂの５のａ）のよ
うに，前記「ご注意」に従わなくても新たな印鑑登録証を発行しないとすれ
ば，住民はいかなる当該条例と規則に従えばよいのか，その実例を具体的に
示せ。
ｃ）前記「ご注意」について，取手市市民課はなぜ●●●●の指摘に対し，
前記「ご注意」の１の一部「保証人登録」の文言の一部を削除したか？法的
拘束力を持たぬはずの公文書を訂正削除する必要はない。市民課は，前記
「ご注意」の内容について住民に従わせようと思っているから訂正削除した
としか考えられない（訂正削除しても条例規則において一切具体的な定めが
ないのだから，すでに明らかなように，あらゆる法的根拠を持たない）。訂
正削除後の前記「ご注意」に住民が従うべき法的根拠を示せ。
ｄ）前記ｃについて，削除訂正の理由とその効力を示せ。

不開示
(文書不存在）
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

55 令和1年11月25日 市長（総務部） 市民課

１．取手市市民課が取手市印鑑登録証の登録証の発行に関し
て，「印鑑登録に関するご注意」なる公文書に従うことを住民
に求める根拠を示せ。
２．自治体が住民に対する「お願い」について，「お願い」な
る文言が法的根拠を明示せぬ限り，一切の法的拘束力を持た
ず，当然，これを拒むことができることが明白であり，しかも
日本語の意味用法においても，相手の義務を一切含まぬにもか
かわらず，前記「ご注意」及び「お願い」に従わねば前記市民
課が印鑑登録証を発行しない法的根拠を示せ。
３．自治体の公務において，条例規則のほか，住民が従うべき
義務について，明文化されていない法定等があれば，それをす
べて示せ。

不開示
（文書不存在）

54 令和1年11月21日 市長（総務部） 市民課

１．●●●年●●月●日付●●●●●●●通知書，まで●●●
●●●に対する「●●●●●」を理由とする●●●●●●●に
よって，「印鑑登録に関するご注意」なる公文書が法的拘束力
（住民に対する）を持たないことが確認された。
当該公文書について，取手市の印鑑登録条例および規則条文に
明記がないことも確認された。
では，当該公文書が住民に対して法的拘束力を持つには，条例
規則にその規定がない以上，他のどの法令等にその法的根拠が
明示されているかを示せ。
２．取手市印鑑条例施行規則第９条の様式第９号には「保証
人」とその「登録印」の欄がある。これは前記規則第２条(２)
の「保証された書面」にあたる。当然，この「書面」があれば
受理されるのだから，規則の示す条件を満たした保証人の登録
印があれば，それで規則に定める条件を満たす。しかし市民課
は，規則の規定がない「保証人が同行して，その人が保証人で
あることを示す，写真つきの自己証明を示さなければならな
い」（これを市民課は「お願いしております」と言う）と言う
が，これについても条例規則等に規定は存在しない。前記「ご
注意」同様，この「お願い」に住民が従うべき法的根拠を示
せ。
３．前記１，２を踏まえ，取手市は地方自治法第２条第２項に
従っているいかなる法令を，当該印鑑登録条例，規則等の何に
よって遵守しているかを示せ。
４．前記１について，市民課は条例規則等に規定が存在してい
ない以上，前記１，２に関する法的根拠が存在しないことを確
認した。法的根拠の存在しないこと（事実上，市民課の言い
分，根拠不明の公文書に同意しなければ新たに印鑑登録証を発
行しない根拠を示せ。

不開示
（文書不存在）

56 令和1年11月25日 市長（総務部） 総務課

●●●●年●月●●日付の，取手市長藤井信吾名の（●●）に
ついて。
１．前記文書の２．「●●の●●」は，地方教育行政の組織及
び運営に関する法律の第１５条第１項の前半「教育委員会は，
法令又は条例に違反しない限りにおいて」という規定を無視し
て「●●」なる文書を「●●」としている。これを法的根拠と
しているらしい。これについて，取手市教育委員会はこれまで
に行った取手市教育委員会あての●●●●●●において，取手
市立図書館管理運営規則第１４条の「別に定めるところ」なる
文言が取手市立図書館利用制限要綱のみによることはすでに前
記教育委員会自身が認めており，地方自治体の要綱が住民に対
して法的拘束力を持たぬにもかかわらず，前記規則が法的有効
性を有する旨，●●●●年●●月●●日の公文書で教育長伊藤
哲は答えている。この事実は地方自治法第１４条第２項が，住
民の権利の制限を行うときは条例で定めなければならぬ旨，義
務規定があるにもかかわらず図書館における新たな図書の館外
利用（貸出し）を停止し，その処分が前記自治法第１４条第２
項に（前記当該条例が不在であるにもかかわらず）違反してい
る。従って取手市の主張する前記地方教育行政の組織及び運営
に関する法律の第１５条第１項は適用されない。前記館外利用
の停止処分が法令又は条例に違反していない法的根拠を示せ。
２．前記，自治体の規則が，前記要綱が法的拘束力を持たぬに
もかかわらず，それのみによる規則が法的拘束力及び有効性を
持ちうる法的根拠を示せ。
３．前記図書館の図書館外利用の停止が前記自治法第１４条第
２項の住民の「権利の制限」にあたらない法的根拠を示せ。
４．前記地方教育行政の組織及び運営に管理に関する法律，が
前記自治法第１４条第２項より上位法である法的根拠を示せ。
当然，これは前記教育委員会が前記自治法上に照らして一切法
的根拠を示さず，前記3の行政処分を行っている事実を前提と
している。

不開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

57 令和1年12月2日 監査委員
監査委員事務
局

職員の賠償責任に関する監査結果について
１．市長の監査請求書
２．この監査を行った監査委員の議事録全て及び監査に要した
すべての資料

部分開示
（個人情報）

（事務事業執行情報）
（文書不存在）

59 令和1年12月13日 教育委員会 教育総務課
教育委員会定例会議録
２０１９年１０月

部分開示
（個人情報）

60 令和1年12月20日
市長（政策推進
課）

秘書課 市長の公務記録（●●月●●日）午前中
部分開示

（個人情報）
（事務事業執行情報）

61 令和2年1月6日 市長（建設部） 道路建設課

１）国道６号取手警察署地先交差点から青柳方向に通じる道路
の拡幅に伴う土地買収に関して，地権者との協議が成されたと
思う。買収に関する協議の内容及び買収に応じる条件等が記さ
れた文書（協議書）売買契約の条件文書
２）該道路設計書及び公安委員会との協議書，歩道上中央に設
置されているポールの設置に関する文書及び法的根拠となる法
令等（条例・指示書等）
３）２）に類似するポールが，ふれあい道路及びゆめみの”地
先市道の歩道にも設置されているが，設置に関する関係文書
４）戸頭小前街路灯配電柱と電柱の違い説明文書

部分開示
（個人情報）

61 令和2年1月6日 市長（建設部） 管理課

１）国道６号取手警察署地先交差点から青柳方向に通じる道路
の拡幅に伴う土地買収に関して，地権者との協議が成されたと
思う。買収に関する協議の内容及び買収に応じる条件等が記さ
れた文書（協議書）売買契約の条件文書
２）該道路設計書及び公安委員会との協議書，歩道上中央に設
置されているポールの設置に関する文書及び法的根拠となる法
令等（条例・指示書等）
３）２）に類似するポールが，ふれあい道路及びゆめみの”地
先市道の歩道にも設置されているが，設置に関する関係文書
４）戸頭小前街路灯配電柱と電柱の違い説明文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）
（文書不存在）

63 令和2年1月17日 市長（総務部） 市民課

２０１９年７月１日から２０１９年１２月３１日までに付定の
あった取手市住居表示に関する条例第３条・同規則に基づく住
居表示実施地区の住居表示符定簿（所在地番・住居表示・符定
年月日の記載のある一覧表）と該当の住居表示台帳（住居番号
付定通知書は不要です）

全部開示

64 令和2年1月23日 市長（福祉部） 子育て支援課
子育て支援課と保健センターと障害福祉課が①市民の受診や入
院を精神課病院へ依頼した ②市民を移送業者，民間救急へ精
神科病院へ移送するよう依頼した　過去１０年の情報全て

不開示
（個人情報）
（文書不存在）

64 令和2年1月23日
市長（健康増進
部）

保健センター
子育て支援課と保健センターと障害福祉課が①市民の受診や入
院を精神課病院へ依頼した ②市民を移送業者，民間救急へ精
神科病院へ移送するよう依頼した　過去１０年の情報全て

不開示
（個人情報）

64 令和2年1月23日 市長（福祉部） 障害福祉課
子育て支援課と保健センターと障害福祉課が①市民の受診や入
院を精神課病院へ依頼した ②市民を移送業者，民間救急へ精
神科病院へ移送するよう依頼した　過去１０年の情報全て

不開示
（個人情報）
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番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

65 令和2年1月28日 市長（総務部） 市民課

１．「印鑑登録についてのご注意」なる公文書の「ご注意」の
法的拘束力を証する法令その他を示せ。
２．前記１の公文書に法的拘束力が存在しないとすれば，それ
に住民が従うべき一切せず，拘束力を持ち得るとすれば当該公
文書に該当内容の拘束力を委任する旨の条例規則が存在しなけ
ればならぬ。
それに該当する条例規則を示せ。
３．前記１および２が「文書不存在」とすれば，前記１の「ご
注意」に住民が従うべき根拠は存在しない。住民が前記「ご注
意」に従わない場合，取手市が地方自治法第２条に定める業務
を当該住民に行わなくてよい法的根拠を示せ。
４．取手市印鑑条例施行規則第２項「保証された書面」なる文
言について，様式第２号「必ず登録印鑑と健康保険証等の本人
確認できるものを持って」登録申請を行えば，他の，前記「ご
注意」に従う義務は住民に存在しない。前記１，２，３を踏ま
え，前記「ご注意」に従わねばならぬ根拠を示せ。
５．前記１，２，３，４のこれまでの●●●●●●に対して一
切の法的根拠を示していないにもかかわらず，取手市が前記１
の公文書に住民が従うことを「お願いしている」法的根拠を示
せ。

部分開示
（文書不存在）

66 令和2年2月3日 教育委員会 教育総務課
令和元年１２月２４日開催の教育委員会議事録（非公開の部分
を含む）

部分開示
（個人情報）

67 令和2年1月31日 教育委員会
スポーツ生涯
学習課

取手グリーンスポーツセンターの下記資料
①指定管理者申請時の事業計画書
②平成３０年度の事業報告書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

68 令和2年2月17日 消防長
消防本部予防
課

防火対象物使用開始届
（建物の状況がわかる平面・立面・配置図等）
取手市●●●●●●　●●●●●●●

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

69 令和2年2月14日 市長（総務部） 市民課

●●●年●月●●日付の●●●●●●●●通知書について
１．標記通知書の「請求に係る情報の名称，内容」の
１．２の「●●●●●」である法的根拠を示していない。
２．前記１の１の文書に法的拘束力が存在するかどうかを明ら
かにしていない。
３．前記１の１，２に答えず，規則の一部のみを変更しても法
的に「ご注意」なる公文書に従わねばならぬ根拠を正当化しえ
ない。
４．前記１，２，３について（とくに３について），地方自治
法第１４条②「普通地方公共団体は，義務を課し，又は権利を
制限するには，法令に特別の定めがある場合を除くほか，条例
によらなければならない」なる義務規定に照らし，すでに市民
課は本件とかかる条例の存在について，「●●●●●」として
いるから，前記１の３について，前記自治法１４条②に違反し
ていると考えられる。
２．前記１のすべての案件につき，次の法的根拠を証する文書
を示せ。
１．市民課の標記●●はすべて不可解であるが，前記「ご注
意」なる公文書が法的拘束力を持つかどうかを，法的根拠を示
した上で端的に答えよ。
２．前記すべてについて，規則を改めれば，前記「ご注意」な
る公文書が法的拘束力を持つかどうかを答えなくてもよいと市
民課は考えているのか？規則を改めても，前記請求の３に拘ら
ない。規則を改めれば前記「ご注意」に従わねばならぬ義務を
住民が有するとする法的根拠を証する文書を示せ。
３．前記２の２に関し，前記２の２までを踏まえ，「ご注意」
を従わねば印鑑登録ができない法的根拠を証する文書を示せ。
４．前記１の４に照らし，当該条例が存在しなくても（条例に
委任された規則が存在しなくても規則だけで前記すべてにかか
る「ご注意」「規則」が適法である法的根拠を証する文書を，
前記自治法１４条②に照らして示せ。

不開示
（文書不存在）

- 18 -



受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

70 令和2年2月25日 市長（総務部） 情報管理課

取手市情報公開条例，取手市個人情報保護条例，取手市行政手
続条例に係る理由付記（理由附記），理由の提示に係る，解
説，通知や通達，職員研修や学習会等で使用された資料やレジ
メ等，その他それに類するものに係る公文書一切。その廃棄記
録，上記の添付文書，上記の関連文書，上記に類する文書
等々，とにかく全て。ひろく解釈して御特定下さい。
なお，非開示・部分開示・不存在・存否応答拒否・適用除外

については，全てその通知が必要です。請求した情報を全部で
あれ一部であれ廃棄した場合には，当該情報は廃棄したという
ことを示す情報も全て開示請求の対象に含めます。そして，い
かなる決定であれ，当該情報の保存期間および保存期間の変更
および保存期間に関する分類等および保存期間に関する分類等
の変更等々を示す情報も全て開示請求の対象に含めます。

全部開示

70 令和2年2月25日 市長（総務部） 総務課

取手市情報公開条例，取手市個人情報保護条例，取手市行政手
続条例に係る理由付記（理由附記），理由の提示に係る，解
説，通知や通達，職員研修や学習会等で使用された資料やレジ
メ等，その他それに類するものに係る公文書一切。その廃棄記
録，上記の添付文書，上記の関連文書，上記に類する文書
等々，とにかく全て。ひろく解釈して御特定下さい。
なお，非開示・部分開示・不存在・存否応答拒否・適用除外

については，全てその通知が必要です。請求した情報を全部で
あれ一部であれ廃棄した場合には，当該情報は廃棄したという
ことを示す情報も全て開示請求の対象に含めます。そして，い
かなる決定であれ，当該情報の保存期間および保存期間の変更
および保存期間に関する分類等および保存期間に関する分類等
の変更等々を示す情報も全て開示請求の対象に含めます。

全部開示

70 令和2年2月25日 教育委員会 教育総務課

取手市情報公開条例，取手市個人情報保護条例，取手市行政手
続条例に係る理由付記（理由附記），理由の提示に係る，解
説，通知や通達，職員研修や学習会等で使用された資料やレジ
メ等，その他それに類するものに係る公文書一切。その廃棄記
録，上記の添付文書，上記の関連文書，上記に類する文書
等々，とにかく全て。ひろく解釈して御特定下さい。
なお，非開示・部分開示・不存在・存否応答拒否・適用除外

については，全てその通知が必要です。請求した情報を全部で
あれ一部であれ廃棄した場合には，当該情報は廃棄したという
ことを示す情報も全て開示請求の対象に含めます。そして，い
かなる決定であれ，当該情報の保存期間および保存期間の変更
および保存期間に関する分類等および保存期間に関する分類等
の変更等々を示す情報も全て開示請求の対象に含めます。

全部開示

70 令和2年2月25日 消防長
消防本部総務
課

取手市情報公開条例，取手市個人情報保護条例，取手市行政手
続条例に係る理由付記（理由附記），理由の提示に係る，解
説，通知や通達，職員研修や学習会等で使用された資料やレジ
メ等，その他それに類するものに係る公文書一切。その廃棄記
録，上記の添付文書，上記の関連文書，上記に類する文書
等々，とにかく全て。ひろく解釈して御特定下さい。
なお，非開示・部分開示・不存在・存否応答拒否・適用除外

については，全てその通知が必要です。請求した情報を全部で
あれ一部であれ廃棄した場合には，当該情報は廃棄したという
ことを示す情報も全て開示請求の対象に含めます。そして，い
かなる決定であれ，当該情報の保存期間および保存期間の変更
および保存期間に関する分類等および保存期間に関する分類等
の変更等々を示す情報も全て開示請求の対象に含めます。

全部開示

70 令和2年2月25日 議会 議会事務局

取手市情報公開条例，取手市個人情報保護条例，取手市行政手
続条例に係る理由付記（理由附記），理由の提示に係る，解
説，通知や通達，職員研修や学習会等で使用された資料やレジ
メ等，その他それに類するものに係る公文書一切。その廃棄記
録，上記の添付文書，上記の関連文書，上記に類する文書
等々，とにかく全て。ひろく解釈して御特定下さい。
なお，非開示・部分開示・不存在・存否応答拒否・適用除外

については，全てその通知が必要です。請求した情報を全部で
あれ一部であれ廃棄した場合には，当該情報は廃棄したという
ことを示す情報も全て開示請求の対象に含めます。そして，い
かなる決定であれ，当該情報の保存期間および保存期間の変更
および保存期間に関する分類等および保存期間に関する分類等
の変更等々を示す情報も全て開示請求の対象に含めます。

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

71 令和2年2月26日 市長（総務部） 情報管理課

取手市情報公開条例～解釈と運用～，個人情報保護条例～解釈
と運用～のうち，最新版を除いたもの一切。全頁，表紙や奥付
も含む。上記名称は，最新版の名称であるが，仮に名称が異
なっていても，同様のものであれば当然に含める。

不開示
（文書不存在）

72 令和2年2月28日
市長（まちづく
り振興部）

環境対策課
環境衛生推進事業費（取手市寺田惣代）補助金に関する書類一
式

部分開示
（個人情報）

73 令和2年2月28日 教育委員会
スポーツ生涯
学習課

令和元年１２月１８日放課後子どもクラブ運営委員会会議録 全部開示

75 令和2年3月2日 教育委員会 教育総務課
令和２年１月２１日
定例教育委員会（非公開部分を含む）会議録

部分開示
（個人情報）

77 令和2年3月5日 市長（福祉部） 子育て支援課

取手市認可外保育施設指導監督実施要項に基づき，取手市●●
●●●●●－●●所在の「●●●●●●●」に対して行われた
調査内容・結果を示す情報。「認可外保育施設台帳」（様式第
１号），「認可外保育施設指導監督調書」（様式第２号），
「認可外保育施設指導監督復命書」（様式第３号），「施設指
導の実施結果について（通知）」（様式第４号），同「実施結
果について」の通知が口頭で行われたケースがあればその時の
内容を示すメモ（電子メール，備忘録も含む），および，同●
●●が記載に含まれる「認可外保育施設指導監督実施結果報告
書」（様式第５号），「認可外保育施設立入調査計画書」（様
式第６号）。いずれも，対象とする期間は，●●●●年●月●
日から●●●●年●月●日までで，ＨＰ上などで公開されてい
るものを除く。

部分開示
（個人情報）
（文書不存在）

78 令和2年3月6日 教育委員会 学務給食課

①通学路交通安全対策プログラムに基づき，桜が丘小学校から
報告された，通学路の危険箇所（旧高須小学校地区）に関する
文書
②上記以外で，平成１７年度以降に改善要望のあった，桜が丘
小学校通学路（旧高須小学校地区）についての文書

部分開示
（個人情報）

74 令和2年2月28日 市長（総務部） 市民課

１．●●●●年●月●●日付および●●●年●月●●日付の●
●●●●●●通知書において，取手市市民課は「印鑑登録に関
するご注意」なる公文書が法的拘束力を持たぬことを認めてい
る。
この事実を前提にして，市民課が前記●●●年●月●●日以
降，住民（印鑑登録申請者を含む）に発行した前記公文書をす
べて示せ。
２．前記市民課は，前記●●●年●月●●日付●●●●●●●
通知書において，前記公文書に地方自治法第１４条②に照らし
た法的根拠が存在しないことを認めた（文書化されていない法
規は存在しない）。それについて，前記自治法第１４条②に照
らし，取手市印鑑条例条文をすべて示せ。
３．令和元年１２月１７日付，取手市長藤井信吾名で公布され
た取手市印鑑条例施行規則が前記自治法第１４条②に従ってい
る事実（前記年月日公布の改正箇所はとくに）が当該条例が不
存在であるにもかかわらず適法であることを証する法令，行政
実例，判例等を示せ。なお，前記３同様，自治体による禁止お
よび権利の制限にかかる法規は必ず文書化されている。
４．前記２にかかる取手市の当該規則のほか，他の自治体に，
規則のみで前記自治法第１４条②に従っていることを認めた他
の自治体の条例をすべて示せ。
５．取手市市民課において，前記自治法第１４条②に照らし，
市民課の公務にかかるすべての「義務を課し，又は権利を制限
する」すべての行為について，その内容を住民に求めてきたす
べての行為に関して前記自治法第１４条②を遵守している事実
を示すすべての関係条例を示せ。
６．取手市において印鑑登録を申請する場合，前記当該規則お
よび「ご注意」に従わなければ登録の手続きを行わないとする
ことの法的根拠となる法令等をすべて示せ。

部分開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

79 令和2年3月10日 市長（総務部） 市民課

１．令和元年１２月１７日付で公布された取手市印鑑条例施行
規則のどの箇所が地方自治法第１４条②に規定される「普通地
方公共団体は，義務を課し，又は権利を制限するには，法令に
特別の定めがある場合を除くほか，条例によらなければならな
い」とする定めに適合するか，その箇所を具体的に示せ。
２．前記規則が前記自治法の定めに該当しないと取手市が判断
する場合，その法的根拠となる法令等を示せ。

不開示
（文書不存在）

80 令和2年3月12日 市長（総務部） 総務課

●●●●●●●●●●との●●契約書（直近の３年分）
●●●●●●●●●●から提示された●●●の●●規定 何度
かもらっていればそのすべて
●●●年●月●●日に判決のあった裁判に関して●●●●●●
●●●●から提示された●●規定
●●●年●月●●日に判決のあった裁判の●●●●について，
●●●●●●●●●●との間で協議した内容のわかる文書

部分開示
（法人情報）
（文書不存在）

80 令和2年3月12日
市長（都市整備
部）

中心市街地整
備課

●●●●●●●●●●との●●契約書（直近の３年分）
●●●●●●●●●●から提示された●●●の●●規定 何度
かもらっていればそのすべて
●●●年●月●●日に判決のあった裁判に関して●●●●●●
●●●●から提示された●●規定
●●●年●月●●日に判決のあった裁判の●●●●について，
●●●●●●●●●●との間で協議した内容のわかる文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）
（文書不存在）

※１ 受付番号の４９，５８，６２及び７６については，申出により取下げとなったものです。
※２ 個人情報等の権利利益を害するおそれがるものについては，伏せ字で表記されています。
※３ 「情報の内容」の欄は，開示請求者からの請求内容を上記の「※２」以外の部分は原本のとおり転記しています。
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